
1

最近の消費者トラブルの概況
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１ 消費生活相談の概況

○ 相談件数は年間約90万件前後で推移
〇 これは、インターネットがより一層浸透したことがひとつの要因

・ 特に、スマホの普及により高齢者にもインターネットが身近な存在に
・ 取引の売手・買手の双方が個人である取引（いわゆる 「C to C 取引」）も拡大 （平成30年度版消費者白書より）

出典：平成30年版消費者白書
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○ 性別・年代を問わず、「通信サービス」に関する相談件数が大きな割合を占める
〇 「通信サービス」に関するトラブルは、少額被害が特徴であるが、幅広い世代に発生している

１ 消費生活相談の概況

出典：平成30年版消費者白書
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（注） 1970年以前は沖縄県を含まない。

（資料） 2010年までの人口は総務省統計局『国勢調査報告』、2015年の人口は総務省統計局『平成27年国勢調査 人口等基本集計』、2016年の人口は総務省「人口統計」、推計値は
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年推計）の出生中位(死亡中位)推計
2016年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、2017年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年推計）の出生中位(死亡中位)推計

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は38％台
の水準になると推計されている

【我が国の人口推移】

【我が国の合計特殊出生率の推移】

出典：第1回第4期消費者基本計画のあり方に関する検討会資料４（平成29年10月消費者庁）

実績値 将来推計126,933千人

45,291千人

将来推計実績値

8,975千人

２ 高齢者の消費生活トラブル

％

年
千人
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出典：平成30年版高齢社会白書

〇 65歳以上の一人暮らしの者は増加傾向
○ 65歳以上の認知症高齢者数を見ると、2012年は約462万人、65歳以上の高齢者の約７人に１人と推計

2025年には約700万人前後になり、約５人に１人になるという推計もある

出典：平成29年版高齢社会白書

２ 高齢者の消費生活トラブル



7

出典：平成30年版消費者白書

○ 契約当事者の年齢層別割合を見ると、60歳代が最も大きな割合を占める

〇 65歳以上の高齢者からの相談は、2013年以降高水準で推移

出典：平成30年版消費者白書

２ 高齢者の消費生活トラブル
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〇 平均契約購入額・平均既支払額ともに、65歳以上の者は他の年代と比べて高く、
特に、平均既支払額は、65歳以上・未満では２倍以上の差がある

出典：平成30年版消費者白書

２ 高齢者の消費生活トラブル
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○ 高齢者が契約当事者である相談について見ると、相談件数上位の商品・サービスは、
近年、投資勧誘トラブルからインターネット関連に変化しつつある

出典：平成30年版消費者白書

２ 高齢者の消費生活トラブル

高齢者の消費者被害は、依然として深刻といえる
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○ 認知症等の高齢者が契約当事者となる相談では、本人からの相談は少ない
〇 トラブルに巻き込まれていながら、相談に至らない高齢者もいるおそれ

出典：平成30年版消費者白書

２ 高齢者の消費生活トラブル
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３ 若者の消費生活トラブル

○ 30歳未満の若者の相談は、インターネット利用に関するものが中心
〇 SNSに関する相談件数のうち、若者によるものは、全体の約1/3を占める（2017年）

出典：平成30年版消費者白書

出典：平成30年版消費者白書



20歳18歳

民法の成年年齢の引下げに対応した消費者被害の拡大防止等のための施策

民法の
未成年者
取消権

（消費者の年齢）

事業者の行為の不当性の
有無に関わらず取消しの
対象となる

成年年齢の引下げ
引下げで
取消権が
無くなる

消費者契約法
における
取消権

不実告知 断定的判断の提供 不利益事実の不告知 不退去 退去妨害 過量契約

社会生活上の経験不足の不当な利用
・不安をあおる告知
・恋愛感情等に乗じた人間関係の濫用

事業者の一定の不当な勧誘行為があった場合については
契約の取消しを認めることで対応

法改正事項の一つとして対応
※一定の年齢を要件とする
ものではない

消費者教育の充実 消費生活相談窓口の
充実・周知制度整備等対応した施策

消費者庁としては、成年年齢の引下げに際し、次の対応に取り組む。
○ 若年者の自立を支援する消費者教育の充実
○ 社会生活上の経験の不足する若年者の被害事例を念頭に置き、消費者契約法の取消権追加などの制度整備等
○ 消費生活相談窓口の充実及び消費者ホットライン１８８の周知

【第196回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説（平成30年1月22日）抜粋】
（安全と安心の確保） 成人年齢を18歳に引き下げる中で、消費者契約法を改正し、若者などを狙った悪質商法の被害を防ぎます。

消費者庁

12

【参考】
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2013・2014年度は2016年９月末時点まで、2015～2017年度は2018年９月末時点までのPIO-NET登録分（ 2015～2017年度は消費生活センター等からの経由相談は含まれない）
出典：報道発表資料「消費者契約法に関連する消費生活相談の概要と主な裁判例」（平成31年１月24日・平成28年11月28日 独立行政法人国民生活センター）

○ 直近５年における「解約料」
※
に関する相談は、３万件を超える水準で推移

※契約の解除に伴う不当な損害賠償額の請求を定めた条項についての相談を含む、解約料に関する相談全般

「解約料」 に関する相談件数
（件）

４ 解約料に関するトラブル

30,688

35,925

39,042

36,625

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

33,168



14

５ インターネットや情報通信に関するトラブル

出典：平成30年版消費者白書

○ インターネット利用率は、13歳～59歳の年齢者層では飽和状態、60・70歳代の利用率は増加
〇 電子商取引市場は、2012年から５年間で約1.5倍に拡大

出典：平成30年版消費者白書
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相談例：
フリマアプリ等で購入したブランド商品が偽物だった

（買手側）
商品を発送し、配送事業者が配送済みであることを
確認しているが、購入者が「商品が届かない」と主張

（売手側）

相談例：商品を「お試し」で購入するつもりが、
定期購入となってしまっていた

出典：平成30年版消費者白書 出典：平成30年版消費者白書

○ インターネットに関連する取引のうち、「定期購入」・「個人間売買」に関する相談件数は、近年増加

５ インターネットや情報通信に関するトラブル
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〇 「行動ターゲティング広告」とは、利用者のインターネット利用上の行動履歴に着目して、
特定の消費者に広告をする手法をいう

〇 ターゲティング広告は、通常の広告よりも消費者への影響力は大きいと評価

出典：行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調査研究報告書
（平成22年３月総務省情報通信政策研究所）

【行動ターゲティング広告の仕組】 【ターゲティング広告に対する消費者の受け止め方】

出典：報道発表資料「SNSの思わぬ落とし穴にご注意！-消費者トラブルのきっかけは、SNSの広告や知人から？-」
（平成26年４月24日独立行政法人国民生活センター）

消費者は、自分が見ている広告が誰にでも表示されて
いると思っている。

しかし、ＳＮＳの広告はＳＮＳに登録した消費者自身の
個人情報等が反映されて、一部の人に対してのみ表示
されている広告の場合がある。

こうした広告は“ターゲティング広告”と呼ばれ、消費者
は通常の広告よりもＳＮＳに表示される広告の文言を印
象深く覚えていることもあると思われる。

５ インターネットや情報通信に関するトラブル（ターゲティング広告）
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ダイエットサプリが３００円でお試し購入できるというＳＮＳ
サイトの広告を見て、パソコンから注文した。３００円は
クレジットカードで決済した。

ところが、受注確認メールも何もなく、昨日突然商品が
届いたが、納品書は同封されていなかった。

商品の説明には「お試し購入後、２４日以内にキャンセル
通知をしないと定期購入に同意したことになる。」とある。
購入時に連絡先電話番号を控えておいたので架けたが、
話中だったり、メールで連絡をというメッセージが流れる
だけで話ができない。

メールも送ってみたが、文字化けした返信が届き、
キャンセル処理がされているかどうかわからない。期限が
迫っていて心配だ。（40歳代女性）

大手検索サイトのバナー広告を見てアフィリエイトに興味
を持った。初期投資は無く稼げると思い、メールを送信した
ところ、事業者から電話がかかってきた。「お金がかかる
ならやらない」と伝えたが、その点は保証すると言われた
ので、事業者と契約した。

ところが、その後事業者から、「アフィリエイト希望者が増
えたのでお金が必要だ、消費者金融で借金して工面する
ように」と言われた。借金の申込時に勤務年数、年収等を
虚偽申告するよう指示されたが、虚偽申告はせずに消費者
金融から借金し、約３０万円をコンビニＡＴＭから振込んだ。
しかし、さらに追加の振込を求められたため、断った。

（中略）

詐欺だと思うので返金して欲しい。

出典：第15回インターネット消費者取引連絡会資料１
（2014年12月16日独立行政法人国民生活センター相談情報部情報通信チーム）

〇 ターゲティング広告を不当に利用したと思われる相談事例も存在

５ インターネットや情報通信に関するトラブル（ターゲティング広告）

出典：報道発表資料「20 代に増えている！アフィリエイトやドロップシッピング内職の相談～友人を紹介すると儲かる！？
借金をさせてまで支払わせる事例も～」（平成27年７月16日独立行政法人国民生活センター）に基づき消費者庁で
作成
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○ プラットフォームについて、明確な定義はないが、広い意味では取引を仲介する場やシステムと定義
※

〇 プラットフォームを介在した取引の金額規模は、増加傾向にある

出典：平成29年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）
（平成30年４月経済産業省商務情報政策局情報経済課）

【プラットフォームでの取引イメージ】 【推定市場規模】

財・サービス

提供者

プラットフォーム

財・サービス

購入・利用者

≪フリマアプリ≫ ≪ネットオークション≫（単位：億円） （単位：億円）

売買契約等

利用規約等 利用規約等

第１回オンラインプラットフォームにおける取引の在り方に関する専門調査会
資料１（平成30年５月15日内閣府消費者委員会事務局）を参考に消費者庁にて作成

※プラットフォーム競争と垂直制限―ソニー・コンピュータエンタテインメント事件を中心に―（平成21年３月公正取引委員会競争政策研究センター）

５ インターネットや情報通信に関するトラブル（プラットフォーム）
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○ スマートフォンの普及等により、個人の所有物や能力をリアルタイムに、かつ、不特定多数の間
で「見える化」することが可能になってきており、個々人の保有資産をマッチングプラットフォーム
を介して他の個人等も利用可能にするシェアリングエコノミー型のサービスが発展

〇 シェアリングエコノミーの市場規模は、2015年から５年間で倍以上の600億円規模になると予測

【シェアリングエコノミーの仕組みのイメージ】

≪Airbnb（米国）のサービスイメージの場合≫

ゲスト（部屋を
借りたいユーザー）

ホスト（部屋を
貸したいユーザー）

部屋情報登録

ホスト手数料 ゲスト
手数料

部屋情報閲覧

予約リクエスト

部屋提供

宿泊料金

※ 平成２８年版情報通信白書を活用し、消費者庁にて作成
［備考］一部の画像素材を http://www.digipot.net/ から活用。

【わが国におけるシェアリングエコノミーの市場規模の推移と予測】
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※ 平成29年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成。
［資料出所］矢野経済研究所「シェアリング・エコノミー（共有経済）市場に関する調査結果」（2016年7月19日発表）

注 本調査におけるシェアリングエコノミーサービスでは、音楽や映像のような著作物は共有物の対象としていない。
また、市場規模は、サービス提供事業者のマッチング手数料や販売手数料、月会費、その他サービス収入などの
売上高ベースで算出した。

出典：第1回第4期消費者基本計画のあり方に関する検討会資料４（平成29年10月消費者庁）出典：第1回第4期消費者基本計画のあり方に関する検討会資料４（平成29年10月消費者庁）

（億円）

（年）

５ インターネットや情報通信に関するトラブル（シェアリングエコノミー）
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○ AIについては、第4次産業革命における新たなICTの潮流の一つであるとともに、ディープラーニングを
通じて、同じく第4次産業革命の重要な要素であるビッグデータの解析の効率性が飛躍的に上がること
など、社会的課題の解決に活用していくことが期待されている

○ しかし、AIの活用により判断された内容によるトラブルについての取扱いや動作不良時の法的な責任
など、検討を要する事項が存在する状況

現実社会の課題
の解決

AI

ビッグデータ
として蓄積

データ（IoTなど）

収集したデータを
AIを用いて分析

分析結果の活用

サービスの提供
（自動運転、ヘルスケアなど）

新たなデータの蓄積

※ 平成２８年版情報通信白書を参考にして
消費者庁にて作成。

【AIを中核とした社会システムの
イノベーションイメージ】

出典：第1回第4期消費者基本計画のあり方に関する検討会資料４（平成29年10月消費者庁）

５ インターネットや情報通信に関するトラブル（AI・ビッグデータ）
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